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１．はじめに

本章では高度外国人材の中でも、技術系社

員として中小企業で活躍する人材についての調

査結果を紹介する。

企業において、技術系社員は研究や開発、

製造といった活動に携わり、当該企業のイノベ

ーションを促進し、競争力向上に大きく貢献す

る人材であると考えられる。近年、日本で推進

が求められているデジタル化、DX等への対応

にも活躍が期待されることから、ニーズが高い

存在ということになる。

一方で我が国においては、技術系社員の卵

である理工系学位取得者の割合は、他国に比

べ低く（文部科学省「諸外国の教育統計 令和

4年版」）、第1章で明らかになったように、我

が国は理工系人材が不足している状況にある。

つまり技術系社員へのニーズが高まる中で、

供給される人材は限定されるということにな

る。そうなれば、企業間で採用の争奪戦がおき、

採用活動に多くの経営資源を割くことが難しい

中小企業にとっては不利な状況が続くというこ

とになる。そうした状況下で、外国人技術系社

員の雇用は、中小企業にとって有力な選択肢に

なりうる。

今回の調査では、技術系社員が採用できな

いことが、企業成長を阻害する可能性があるこ

とがわかった。たとえば産業機械を手掛ける中

工精機株式会社（以下、中工精機）においては、

顧客からの受注の引き合いがあるにもかかわら

ず、設計者が不足していることからそうしたニ

ーズに応じられない状況であった。同社の立地

が都市圏から離れていることも、なかなか技術

系社員の応募がない要因につながっていたとい

う。澤川鍛造工業株式会社（以下、澤川鍛造

工業）も同様で、顧客から今後売上が拡大す

ると予告がきているにもかかわらず、当初は人

材不足で自社の体制を拡大できない状況であっ

た。また協和工業株式会社（以下、協和工業）

においては、周囲に大企業が多く立地しており

技術系社員の採用が厳しく、自社が推進したい

生産のIoT化等が進められない状況であったと

いう。

第５章　中小企業と外国人技術系社員：技術力の向上をめざして
中京大学総合政策学部 教授  弘中史子

外国人技術系社員に関しては、海外の理系大学卒業者採用が着手しやすい。能力が高く勤務を

通じ日本語能力が向上するため、技術的な能力重視の採用が望ましい。定着にはOJTによる実

践的な訓練の場と多様な部署・業務の体験機会を与えるのがよい。経営幹部・社員には日本で

生活と仕事をする外国人社員の状況を理解し配慮をすることが望まれる。
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２．外国人技術系社員の採用

2.1　外国人技術系社員の採用方法

中小企業が外国人技術系社員を採用する方

法としては、大きく3つのパターンが考えられ

る。新卒の採用を想定すると、第一が日本に留

学している理系大卒者を新卒採用すること、第

二が海外の理系大卒者を新卒採用することとな

る。第三に、中途採用も視野にいれる場合には、

日本国内に在住しすでに勤務している理系の大

卒者を採用対象とするパターンである。

中小企業にとって、利用しやすいのは第二の

採用パターンであろう。第一のパターンでは採

用市場において、大企業の新卒採用と競合す

ることになるからである。それに対して、第二

のパターンのように、海外の理系大卒者を採用

するとなると、採用ターゲットが大きく拡大す

る。成長著しいASEAN諸国では、理系の大学

卒業者が増えている。一方、そうした国々にお

いては、理工系分野の専門知識を大学で修得

しても、その専門知識を活用できる就職先がな

かなか見つからないというジレンマも存在する。

たとえば協和工業で現在勤務するミャンマー

人の外国人技術系社員は、（ミャンマー）国内

にとどまっていては大学で学んだ専門知識が活

かせないと感じていたことが、日本での就職に

関心を持ったきっかけになっている。母国では

開発や設計を手がける企業がなく、ミャンマー

に進出している外資系企業も開発拠点をおいて

いるわけではないからである。そのため、大学

で学んだ知識を活かす場として日本での就職を

魅力的に感じたという。とりわけ、日本という

国に関心を持っている若者が多い国では、日本

で働くことがキャリアの選択肢としてクローズ

アップする可能性は高い。今回の調査でも、幼

いころからアニメやゲームを通して日本に興味

があったケースが多かった。

第二のパターンの場合、自社に適した人材を

選抜したいという場合にも有効である。

日本では理系の大卒を雇用したくても、そも

そも応募者がいないという中小企業が多くあ

る。とりわけ、前述のように、都市圏に立地す

る中小企業では、大企業と採用市場で競合する。

国内の理系大卒者
（留学生）を新卒採用

外国人技術者の
採用方法

海外在住の理系大卒者
を新卒採用

国内で勤務する外国人
技術者を中途採用

図1　外国人技術系社員の採用

（出所：筆者作成）
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一方、郊外に立地している中小企業の場合には、

技術系社員に限らずそもそも若い人材の応募が

少ないということも考えられる。しかし

ASEAN諸国では、理系の大学卒業者が豊富に

存在するがゆえに、中小企業が外国人活用に目

を向けるならば、複数の候補者の中から人材を

選抜できるという魅力がある。

協和工業も第二のパターンで採用している。

協和工業の社長は、自身がメンバーとなってい

る一般社団法人モノづくり・人づくり支援協会

（略称ESD21）の視察でミャンマーにいったこ

とをきっかけに同国に関心を持った。外国人技

術系社員をミャンマーから採用したいと考え、

同協会を通じてミャンマー人技術系社員の紹介

を受けた。当初は1名の採用予定であったが、

現地で面接をしたところ面接者全員が優秀であ

ることに感銘を受け、最終的に3人に内定を出

した。

中小企業向けに、海外の理系大学卒業者を

紹介する機関も国内で続々と増えつつある。今

回調査した株式会社ANCジャパン（以下、

ANCジャパン）もそのひとつである。同社の

この事業は、名古屋にある国立大学に留学する

学生たちのサポート活動が母体となり誕生して

いる。中部地域の中小企業の成長に貢献したい

との思いから、高度外国人人材、なかでも技術

系社員の供給に注力している。同社は、インド

ネシアのトップレベルの3大学と連携し、そこ

で寄付講座を開設して日本語教育を行ったのち

に、卒業生に日本企業での就職を紹介している。

中工精機では、外国人の技術系社員を探し

ていることを取引のある金融機関に相談したと

ころ、ANCジャパンを紹介された。ANCジャ

パンを通じて数人のインドネシア人技術者と面

接し、現在1名を雇用している。

澤川鍛造工業は、厳しい人手不足に悩まさ

れはじめた当初は、技能実習生を雇用すること

も考えた。しかし技能実習生では日本滞在の期

限が限定されているため、自社にもっと長く定

着する人材が望ましいと考えた。また、技術的

な提案をしてもらって生産現場のレベルも高め

たいという思いから技術系社員採用に着手し

た。これまでに複数の人材紹介会社を利用して

外国人技術系社員を雇用しているという。

こうした紹介会社は、単なる紹介だけではな

く、会社説明会のセットアップ、面接のサポート、

入国までのビザ等の諸手続きもサポートしてく

れるのが一般的である。中には入社後の社員・

企業双方のサポートもしてくれる企業もある。

もちろん、第一のパターンである日本に留学

している理系大卒者を採用することも、国内の

学校と密接な関係を構築することで可能であ

る。西島株式会社（以下、西島）は地元にある

国立大学と古くから緊密な関係を築いており、

その教員の紹介で外国人技術系社員を雇用し

定着しているという。

第三の「日本国内に在住する外国人の採用」

についても、中小企業に徐々に浸透しつつある。

特に定期的に採用をしている企業であれば、応

募者の中に外国人がはいることもある。

また、海外に現地拠点を有している場合には、

そこから人材を日本に異動させる形も考えられ

る。たとえば後述するスズキグループ（株式会

社フルブリッジ、岐阜製版株式会社を含む）が

その例にあたる。
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2.2　技術系社員の採用条件

採用の選抜方法は、企業のニーズに応じて

様々な方法が考えられる。特に現在は、オンラ

インでも面接できるようになっている。

中工精機では、第一次の面接を行った後に、

「自分がつくりたい機械の設計図を書いてくだ

さい」という課題を出した。それらを勘案して

第二次面接を行い、最終的に内定者を決定した。

このような課題を出すことで、専門的な基礎能

力を判断できるだけでなく、会社が課題を提示

した意図をどれだけ把握できるかという理解力

も推察する手がかりになったという。

協和工業では、工学分野の中でも、専攻の

異なる技術系社員を組み合わせてミャンマーの

外国人技術系社員を採用している。電子工学

専攻1名、機械工学専攻1名、メカトロニクス

専攻1名で、同社のコア技術を支えられるよう

な分野となっている。

高度外国語人材において第5章で扱う事務系

人材と異なるのが、採用時の日本語能力をどの

ように考えるかであろう。ANCジャパンからは、

外国人技術系社員採用の際には、日本語能力

よりも専門分野の基礎能力を優先して採用する

ほうが中小企業にとって有益ではないかという

示唆があった。

それは次のような背景によると考えられる。

第一に日本語能力が優れていて、しかも技術的

な専門分野の基礎能力も兼ね備えている人材と

なると、かなり面接対象者が限られてしまうか

らである。日本語能力が高い人材が、専門性も

高いというわけでない。そもそも、海外から技

術系社員を直接雇用するという状況をふまえれ

ば、日本での滞在経験がない外国人に、高い日

本語能力を期待するのは矛盾する。日本語は、

世界的にも修得が困難な言語であり、特に非漢

字圏出身の話者にはハードルが高い。したがっ

て外国人の技術系社員採用に際して、日本語

能力試験などの語学資格を採用条件を優先す

るのは、そもそも現実的ではないといえる。

技術系社員の場合、営業などで顧客と接す

る業務と異なり、社外の人とコミュニケーショ

ンする機会は限られていると推察される。社内

でのコミュニケーションであれば、採用後しば

らくは「英語をまじえて会話をする」「翻訳ア

プリ等を活用して会話する」ということでコミ

ュニケーションは成り立つようである。

第二の理由は、採用段階で日本語能力が十

分でなくても、来日後はかなりのスピードで日

本語を修得することが期待できるからである。

海外の一流大学を出るなど能力の高い人材で

あるため、学習能力も高く、入社後はめざまし

いスピードで日本語を修得するという。特に社

内で日本人社員との接触が多いと、そのスピー

ドが上がるという。

協和工業の技術系社員のうち1名は、日本語

を学習し始めてたった1 ヵ月後での来日となっ

た。しかし1年後にはコミュニケーションに支

障がなくなったという。3人の外国人技術系社

員は、日本語がわからない場合には帰宅後に調

べたり、上司に文章をなおしてもらったりする

など、日本語学習にも意欲的だったという。

2.3　外国人技術系社員採用の波及効果

外国人技術系社員を一度採用した企業では、

その後も外国人社員の採用が加速するようであ

る。「求人に外国人が応募してくるようになっ
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た」という事例が、今回の調査で度々見られた。

国内の新卒・転職の紹介・仲介会社・サイト

には、日本人だけでなく在住外国人も登録して

いる。会社情報の欄に外国人の採用実績が提

示されると、応募する外国人の関心をひきやす

い。また採用側も、すでに外国人採用の経験が

あるため、心理的障壁が低くなるようである。

澤川鍛造工業では海外からベトナム人技術

系社員を採用した後に、近隣地域の専門学校を

卒業した外国人を新たに事務職として正社員で

採用している。現在は、生産現場で実習をした

り、展示会出展に同行したりなどして基礎的な

教育をしている段階にあるが、将来的には営業

を主に担当してほしいと考えている。

このように外国人の応募者が増加すれば、自

社に適した人材をさらに採用しやすくなる。企

業側も外国人雇用の経験値が上がり、労働力

不足解消にも寄与すると考えられる。

３．外国人技術系社員の育成と定着

3.1　外国人技術系社員の育成

採用後に、どのように外国人技術系社員を育

成するかについて、外国人技術系社員のニーズ

もふまえて整理しておきたい。

今回の調査では、日本の中小企業への勤務

を希望する外国人技術系社員の主目的は、自ら

のスキルアップが多かった。自らが大学等で学

んだ知識を活かし、実務経験を蓄積し、スキル

を向上させたいというものである。

このニーズに対応する上で、中小企業は指導

計画や指導プログラムを充実させなければなら

ないというわけではない。OJTの教育の中で、

外国人技術系社員に少しずつ業務を任せてい

くことがのぞまれる。たとえば設計や開発に携

わること、生産現場の設備や検査機器を操作し

たりプログラムを組んだりする機会をつくるな

どである。母国では触れられない機械・設備を

操作することや、自分が書いた設計図に対する

上司からの指導、助言、顧客からのフィードバ

ックが貴重な勉強の機会になるという。また

OJTでの教育が、実践的なスキル向上の機会

と考える外国人技術系社員は多い。

澤川鍛造工業の場合、外国人技術系社員は、

他の日本人社員と同様に、最初は生産現場で

OJTを通じて先輩から業務を学ぶ。技術的な

知識があるので、業務の理解が早いという。そ

して2年目からカイゼン提案などに取り組むよ

うにしているという。

スズキグループに勤務する外国人技術系社

員は、「仕事が終わったあとに、上司が自分の

やったミスをまとめて再度教えてくれた」「上

司はいつもゆっくり話して、わかるまで説明し

てくれる」といった上司の対応に感謝しており、

それによりモチベーションが向上するという。

生産設備を手掛ける中工精機の場合、外国

人技術系社員は、入社後は1台の機械を指導担

当者とともに設計することからスタートした。

そして生産現場に頻繁に足を運ぶことで機械の

構造や仕組みを学んでいった。現在では、当該

外国人技術系社員が一人で工場の担当者と打

ち合わせしたり、外注先からのメールに返答す

るまでに成長している。また、上司に同行して、

顧客を訪問するようになったという。たとえば、

顧客の機械設置予定のスペース等を上司と計

測することは、顧客の機械の使用環境やニーズ

を深く理解することに役立つ。最近は、当該外
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国人社員が、若手の日本人社員の指導役も担い

始めているという。

ANCジャパンによれば、中小企業側が「継

続的」に新たな課題に挑戦できる環境を外国人

技術系社員に与えられるかどうかは重要であ

り、これが外国人技術系社員のモチベーション

向上と定着につながってくるのだという。

「この企業で学ぶことがなくなってしまった」

と外国人技術系社員が感じてしまうと、「これ

以上のスキルアップがこの会社では難しい」と、

その企業で働く意欲を見失うと考えられる。

外国人社員に権限を移譲したり、裁量を与え

たりしている企業であれば、会社や上司が課題

を与えなくても、社員が自ら課題を設定するこ

とができる。協和工業の外国人技術系社員は、

生産現場の機械の改善に自らすすんで取り組

み、成果を上げているという。

外国人技術系社員が成長できる環境づくりと

いうことで考えると、中小企業らしさも活用で

きる。中小企業では、業務・部署を兼務するこ

とも珍しくない。つまり、幅広い業務が体験で

きるという大企業と異なる強みを提供できる。

今回の調査では、外国人技術系社員がたとえ

ば設計だけでなく、生産技術や品質保証なども

担当できることを魅力と感じていることがわか

った。

たとえば、インタビューした外国人技術系社

員の中には、将来は母国で起業したいと希望す

る社員もいた。経営者になるためには、技術面

だけでなく販売面、経理面など様々なスキルが

必要になる。中小企業であれば、様々な業務や

部署を担当できる可能性がある。

3.2　外国人技術系社員の定着

（１）�出身国の類型によって異なる定着への

配慮

外国人技術系社員の日本の中小企業での定

着をめざすにあたっては、まず2つの類型を意

識しておくことがのぞましい。

外国人技術系社員の母国が経済発展をとげ

ている最中にある場合には、母国に帰国して働

くという選択肢がある。日本で学んだスキルや

知識が活かせるからである。その場合、帰国と

比較して現在の企業で働く魅力を提供する必

要がある。

一方で母国の経済発展が遅い場合、あるい

は政情が不安定な場合には、母国で働くという

選択肢は限られてくる。自分が日本で修得した

スキルが母国で活かせない可能性があるからで

ある。たとえば母国では、そのような専門的な

知識を使う仕事がないかもしれない。あるいは

十分な設備が整っていないかもしれない。その

ような場合、日本で働く外国人技術系社員の選

択肢となるのが、日本国内での転職である。つ

まり国内の他社と比較して魅力的なスキル向上

の機会を提供できるかが重要になる。

（２）外国人技術系社員への理解・配慮

スキル向上の機会と同様に、中小企業が留意

すべき点は、外国人を受け入れる際の理解・配

慮である。これが充実していることは、定着に

大きな役割を果たす。

第一が、企業側の外国人への理解である。

海外から文化や習慣、言語の異なる日本にきて

生活しながら働くということは、本人にとって

大きな負担になる。アメリカ国務省は、英語話
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者が学ぶ際の言語の難易度を4つに区分してい

るが、日本語は最も修得に時間がかかる言語と

して分類されている（https://www.state.gov/

foreign-language-training/）。言語が不自由な

中で、生活して仕事をする過酷さを、中小企業

側は理解する必要がある。

その第一段階として経営幹部の理解が不可

欠である。調査では、経営幹部に海外経験が

あるケースが多かった。たとえば海外に現地法

人があったり、輸出を手掛けていたり、自身が

留学した経験があるなどである。たとえば西島

は、社長自身がドイツで出生し、入社後から現

在に至るまで、海外訪問の機会が多いという。

中工精機は、役員と後継者が、海外滞在経験

を持っており、異国で暮らす外国人技術系社員

への配慮にもつながっていると考えられる。ス

ズキグループはベトナムに拠点がある。経営幹

部自身が、海外でコミュニケーションに苦労し

た経験があると、海外で暮らす大変さが理解で

きる。

中工精機では、雇用した外国人技術系社員

がイスラム教徒であることから、役員自らがム

スリムに合わせた昼食をつくって提供している

という。同様にイスラム教徒を雇用する西島で

も、ムスリムの食生活に沿って昼食の弁当の種

類を工夫したり、自社の調理場で提供する料理

にも配慮しているという。

経営陣や管理職に海外経験がなくても、大

変さを理解しようとする配慮があれば十分であ

ろう。たとえば澤川鍛造工業では、来日した外

国人技術系社員が暮らしやすいように、寮を用

意するだけでなく、家電・家具なども予め整備

していた。

第二段階は、経営幹部の外国人に対する理

解を、社内に浸透させていく必要がある。澤川

鍛造工業では、外国人技術系社員を受け入れ

る前に、日本人の全社員に対して、「外国人社

員の入社は、自社の業績に大きく貢献すること」

「それをふまえて敬意をもってコミュニケーシ

ョンするように」と伝えていたという。その結果、

日本人社員も優しく外国人に接し、丁寧に指導

しているという。

今回の調査で、外国人技術系社員が現在の

勤務先で働き続けたい理由として、「社内の日

本人社員の態度があたたかい」「日本人社員が

声をかけてくれる」「日本人社員が相談にのっ

てくれる」声がめだった。会社の中で「受け入

れてもらっている」と感じることは、外国人社

員にとって安心材料となる。経営幹部だけでな

く、一人ひとりの社員が外国人に配慮すること

も重要なのである。中工精機の外国人技術系

社員は、休日に日本人の若手社員と遠出して遊

びにいくことを楽しんでいるという。協和工業

の外国人技術系社員は、「（日本人の）同期社員

は、食堂で話すときにみんな自分にもわかるよ

うにゆっくり喋ってくれる」とうれしそうに語

っていた。

このように社員同士の距離が近いことは、規

模の小さな中小企業だからこそ発揮できる強み

と考えられる。給与水準や福利厚生では大企業

と比較して不利な点があったとしても、このよ

うな受け入れ体制の整備でカバーできるのであ

る。また外国人技術系社員と日本人社員とのコ

ミュニケーションが増えれば増えるほど、日本

語も上達する。

外国人技術系社員と日本人社員の交流は、
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外国人技術系社員のみにメリットをもたらすの

ではない。外国人と交流することで、日本人社

員が自らの視野を広げる機会になる。国際化を

進めている企業では、特に効果的であろう。

４．企業の戦略と外国人技術系社員

今回の調査からは、外国人技術系社員の採

用は企業の技術戦略はもちろんのこと、人事戦

略・国際化戦略と深く関わっていることがうか

がえた。

経営幹部の外国人への理解・配慮

社員の外国人への理解・配慮

外国人技術者の定着

日本人社員の国際感覚向上

図2　外国人技術系社員への理解・配慮

図3　企業の戦略と外国人技術系社員の関係

（出所：筆者作成）

（出所：筆者作成）
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4.1　人事戦略と外国人技術系社員

今回の調査では、外国人を積極的に活用し

ている中小企業にインタビューしているが、そ

の多くは人材を重視し、採用や育成に熱心な企

業であった。

まず、新卒採用に意欲的な企業が多い。たと

えば澤川鍛造工業では合同説明会に毎年出展

している。西島も毎年定期的に新卒を採用して

いる。このように厳しい人手不足の中でもあき

らめずに採用活動をおこなっているという意識

の高さが、外国人技術系社員採用に着目するこ

とにつながっていると考えられる。

第二に、社員育成についても熱心に取り組ん

でいる企業が多かった。協和工業では、若手社

員の育成のために、現場の課題を上司と一緒に

解決する活動を長年続けてきた。若手社員や女

性社員に対しても普段からチャンスを与えた

り、裁量を与えている。それらが、外国人技術

系社員に対しても裁量を付与できたことにつな

がっていると推察される。

澤川鍛造工業では、社長が参加せず部門長

のみで毎月行う会議を実施したり、技術的に難

しい業務についてもあえて社員に任せるなど、

意識的に権限委譲を進めている。またカイゼン

提案についても人事評価対象にいれるなどし

て、外国人だけでなく全社員を対象に組織活性

化をすすめている。

前述のように中工精機では、日本人社員に対

しても手作りの昼食を定期的に振る舞ってお

り、社員の好き嫌いにも配慮したメニューにし

ているという。つまり、外国人だけに特別に配

慮しているというより、社員全員を大切にして

いるという状況にある。

以上のように、日本人社員の採用や育成に熱

心な土壌がある中小企業であれば、外国人社

員の育成や定着も進みやすいと考えられる。

4.2　国際化戦略と外国人技術系社員

今回の調査では、中小企業の国際化志向と

外国人技術系社員の雇用も関連していることが

浮き彫りになった。

海外での市場開拓をめざしている企業では、

外国人技術系社員を採用することで、国際化を

さらに推進できる可能性がある。中工精機はす

でに海外への輸出を進めているが、将来さらに

それを強化することも視野に入れており、その

際には外国人技術系社員も活躍してもらえる可

能性があると考えている。

海外に現地拠点を有している場合には、両

拠点の成長を視野に入れて、外国人技術系社

員に活躍の場を提供できる。スズキグループで

は、ベトナム拠点から一定数の社員が、定期的

に日本の本社に異動する。ベトナム拠点で一定

のスキルを修得した人材だけが転勤対象となる

ため、ベトナム拠点の社員のモチベーション向

上につながっている。本格的に日本に転勤する

前に、研修制度を活用して日本での仕事と生活

を体験してもらうこともでき、日本の生活や仕

事に向いていることを確認した上で、転勤の候

補者とすることができ、ミスマッチ防止につな

がっている。

日本への転勤後は、スキルを向上させるよう

な業務が与えられる。日本でしか経験ができな

いような難易度の高い業務もあれば、日本拠点

では一定の仕事量があるため、繰り返し経験し

て習熟度をあげられるような業務を担当してい
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るという。日本本社での勤務中に、日本語もか

なり上達する。

転勤期間が終了し現地に復帰した際には、

現地拠点のリーダークラスに育っている。日本

本社の意図を理解し、日本語を介しながら業務

を進められるため、日本本社と現地拠点のコミ

ュニケーションの円滑化に貢献できる。またリ

ーダーとして部下の指導をするため、現地拠点

の技術レベルが底上げできる。

日本の本社側も、国内の労働力不足の中で、

意欲のある外国人技術系社員を確保できるとい

うメリットがある。また、現地拠点の技術レベ

ルが向上すれば、日本本社ではさらに難易度の

高い業務に集中しやすくなる。スズキグループ

の場合、ベトナム拠点は生産能力を向上させ、

日本本社は企画やデザイン力を向上させたいと

考えている。

雇用している外国人技術系社員の母国に拠

点がなくても、他の海外拠点を活用することも

考えられる。協和工業の場合には前述のように

ミャンマー人の外国人技術系社員が勤務してい

る。同社はミャンマーには拠点がないがタイに

拠点を有している。外国人技術系社員本人が

希望すれば、日本以外にタイ拠点でキャリアを

積んでもらうことも可能だと考えている。

５．おわりに

本章では、外国人社員の中でも高度外国人

材を扱い、中でも技術系社員に焦点をあてて、

調査結果をまとめた。

技術系社員は、中小企業、とりわけ製造業の

技術力向上に向けて大きな役割を果たす。我が

国全体で理系人材が不足する中で、中小企業

が外国人を活用することで、企業成長の契機を

つかめる可能性は高い。

そこで、採用・育成・定着という流れに沿っ

て、調査対象の事例を紹介した。特に採用経

路や育成においては、技術系社員という職種な

らではの工夫が必要になる。例えば採用におい

ては、海外から理系卒の人材を採用する方法が

ある。また育成においては、様々な技術的課題

にチャレンジできる環境が求められる。

また外国人技術系社員の採用・育成・定着は、

外国人だけを対象としたものではなく、その会

社で働く全社員への人事マネジメントの中に位

置づけられる必要がある。さらにいえば、企業

戦略の方向性、国際化への志向とも連動させる

ことで、さらに効果があがる。

今回の調査では、時間・予算の制約上、技

術系社員についての調査先は製造業が中心で

あった。しかし情報通信産業や農業といった他

業種でも、技術系社員が活躍できる可能性が

あり、この点についても今後研究調査がのぞま

れる。


